
国東市立小・中学校通学区域の変更等に関する取扱要綱 

 

平成 19 年 7 月 24 日 

教育委員会告示第 29 号 

      改正 平成 22 年 11 月 5 日告示第 8 号 

改正 平成 29 年 1 月 24 日告示第１号 

                         改正 平成 30 年 12 月 20 日告示第 9 号 

 

（目的） 

第１条 この告示は、国東市立小・中学校通学区域設定規則（平成１８年教育委員会規

則第１２号。以下「規則」という。）第２条の規定に基づく通学区域の変更を申し立てる場

合に、必要な事項を定めることを目的とする。 

（提出書類等） 

第２条 規則第 2 条に規定する変更の申立てを行う場合には、就学児童の保護者につい

ては教育委員会に、学齢児童、生徒の保護者については在学する学校長へそれぞれ

校区外就学申請書（様式第１号）を提出するものとする。 

２ 校区外就学申請書の提出を受けた学校長は、必要に応じて学校長の所見を添付して、

教育委員会へ提出する。 

３ 教育委員会は許可を行う場合は、校区外就学許可書（様式第２号）を発行するとともに、

各学校長に通知を行う。 

（許可要件） 

第３条 許可要件は、別表のとおりとする。 

 

別表（第３条関係） 

事 項 変更申請内容 変更期間 添付書類 

転
居
に
関
わ
る
事
項 

（１） 
学期途中 

学期途中に転居し、通学に
おいて支障がない場合 

在籍する学年末までの期
間 

不要 

（２） 
転  居 

ア自宅の新築又は転居が
確定しており、転居先の
学校へ入学（転学）を希
望する場合 

イ自宅の建替え等で仮移
転した場合（登記事務
等） 

ウ友人関係を維持するた
めに、引き続き現在の学
校へ通学する場合 

ア転居日の属する学年初
めから転居日までの期
間 

 
イ再転居するまでの期間 
 
 
ウ必要な期間 

転居日を証する書面
（下記のいずれか） 

a.建築確認書（写） 
b.建築請負契約書
（写） 
c.賃貸契約書（写） 
d.転居確約書 



（３） 
公共事業 
及び災害 

ア公共事業により校区外
へ転居せざるを得ない
場合（自己都合を除く。） 

イ災害による仮移転の場 
合 

 
 
 
ウ公共事業による一時立
ち退きの場合 

ア小・中学校とも卒業ま
での期間 

 
イ住居が確定するまで。 
ただし、仮設住宅等以
外の住居に転居した場
合は１年未満とする。 

 
ウ再転居するまでの期間 

ア当該事業主体者の
証明書 

 
イ公的機関から出さ
れる証明書 
a.被災証明 
b.仮移転を証する  
書類 

ウ当該事業主体者の
証明書 

教
育
上
の
配
慮 

（４） 
身体的理由 

ア身体虚弱又は通院治療
を要する場合等で通院
通学に便利な学校へ通
学する場合 

イ特に教育的配慮が必要
な場合 

ア、イとも必要な期間 ア医師による証明等 
a.医師の診断書 
b.通院通学の経路 
図 

イ学校長の意見書 
 面談 

（５） 
特別支援教
育推進に関
する理由 

ア指定校に特別支援学級
がなく、特別支援学級の
ある学校に通学する場
合 

イ特に教育的配慮が必要
な場合 

ア通常の学級に編入でき
るまでの期間 

 
 
イ必要な期間 

ア就学指導委員会等
による意見書 
面談 

 
イ学校長の意見書 

（６） 
いじめ・不登
校等 

不登校等生徒指導上特に
教育的配慮が必要な場合 

必要な期間 学校長の意見書 
面談 

（７） 
劇団公演 

劇団公演のため、国東市に
在住する場合 

劇団公演終了までの期間 面談 

（８） 
安全に関 
する理由 

ア保護者が共働きもしく
は一人親家庭により帰
宅後監督者が不在であ
り、祖父母宅等のある通
学区域の学校に就学す
る必要があるとき（小学
生に限る。） 

イ自ら業を営む店舗等が
生活の拠点であるため、
当該店舗等のある通学
区域の学校に就学する
必要があるとき（小学生
に限る。） 

ウ通学路の安全に関し保
護者責任においての申
し立てがあった場合。 

ア小学校卒業までの必要
な期間 

 
 
 
 
 
イ小学校卒業までの必要
な期間 

 
 
 
 
ウ小・中学校とも卒業ま
での期間 

ア保護者の勤務証明
書又は営業（自営）
を証する書類及び
身元引き受け承諾
に関する確認書 

 
 
イ営業許可書等、営
業（自営）を証す
る書類 

 
 
 
ウ確約書 
面談 

部
活
動 
等
へ
の
配
慮 

（９） 
部活動等 

希望する部活動等が指定
された学校に無い等、部活
動等に特別に配慮を要す
る理由がある場合。 

卒業までの間 学校長の意見書 

家
庭
の
事
情 

（１０） 
 兄弟姉妹の
在籍 

通学区域の変更を受けた
児童生徒の兄弟姉妹が同
じ学校を希望する場合 

卒業までの間 通学区域の変更が
認められた理由が、
継続されているこ
とがわかる書類等 

（１１） 
保護者の 
入院等 

保護者の入院等で一時的
に親族等へ預けられた場
合 

保護者と生活ができるま
での期間 

a.医師の証明書等 
b.身元引受け承諾
に関する確認書 



（１２） 
精神的 
不安定 

保護者の死亡、離婚、失踪
等の理由及び転校回数が
多い（小・中学校３回程度
を目安）等の理由により、
家庭環境の急激な変化が
児童生徒に精神的に著し
い影響があり、不安定と認
められた場合 

必要な期間 学校長の意見書又は
医師の診断書 

（１３） 
住民票の異
動ができな
い 

家庭の事情で居住地に住
民登録ができない場合 

住民票の異動届出ができ
るまでの期間 

自治委員等の居住を
証する書類 

（１４） 
児童相談所
等による措
置 

児童相談所等による措置
を受けた場合（中学生に限
る。） 

必要な期間 関係機関との協議に
よる意見書 

帰
国
児
童
生
徒
及
び 

外
国
人
の
就
学 

（１５） 
帰国児童 
生徒 

ア外国生活が長い帰国児
童生徒の内、日本語の指
導が必要な場合 

イ外国生活が長い帰国児
童生徒で日本の生活に
なじみにくいと認めら
れる場合 

ア帰国時に限り特別に日
本語指導を行っている
学校へ必要な期間 

イ帰国時に限り知人等が
いる学校へ必要な期間 

ア、イともに面談 

（１６） 
外国人の 
就学 

日本語が理解できない外
国人が就学を希望する場
合 

入国時の就学に限り同国
籍の児童生徒がいる学校
又は特別に日本語指導を
行っている学校へ必要な
期間 

外国人登録済み証明
の写し及び面談 

義
務
教
育
学
校

に
関
わ
る
事
項 

（１７） 
義務教育学
校への就学 

義務教育学校開学後、就学
を希望する場合 
 

義務教育学校卒業までの
期間 

不要 

備 考 

 １ 上記変更申請内容のほか、申し立てにより協議し、指定を変更する場合がある。 

 ２ 必要があると認めるときは、必要書類を請求することができる。 

 

 

附 則 

（施行期日） 

この告示は、公示の日から施行する。 

附 則（平成 22 年 11 月 5 日教育委員会告示第 8号） 

この告示は、公示の日から施行する。 

附 則（平成 29 年 1 月 24 日教育委員会告示第 1 号） 

この告示は、公示の日から施行する。 

附 則（平成 30 年 12 月 20 日教育委員会告示第 9 号） 

この告示は、公示の日から施行する。 

（経過措置） 

  １ 平成32年度に開学する義務教育学校に同校の校区外からの就学を希望し、

平成 31 年度末まで武蔵東小学校、武蔵西小学校又は武蔵中学校への就学を



希望する場合、第 3 条に掲げる許可要件に関わらず、通学区域の変更を行う

ことができる。ただし、第 2 条第 1 項に規定する申請書を提出するものとす

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


